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障害年金診断書における福祉サービスの利用状況の記入について 

報告者：鈴木 未来（新潟医療福祉大学社会福祉学部講師（専任）） 

メールアドレス：sr2009@mail.goo.ne.jp  

ブログ「はかせ社労士 ぼちぼちお仕事中」http://blog.goo.ne.jp/sr2009 

 

１．事例（実際のものをアレンジ）の概略 

傷病は「統合失調症」（精神障害として）～現状は「病歴・就労状況等申立書」参照 

 

２．診断書（精神の障害用：様式第 120号の 4）の記入欄「キ 福祉サービスの利用状況」 

（１）障害者総合支援法とは資料① 資料② 

（正式名称：障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律） 

2003 年 3 月まで：措置制度  

2003 年 4 月から：支援費制度～契約＊精神障害は対象外 

2005 年 11 月から：障害者自立支援法「障害程度区分」による判定→利用料原則 1 割負担 

→2010 年改正 所得に応じた自己負担額に 

2013 年 障害範囲の見直し 「障害支援区分」（含む心
．
身の状態）に 難病も対象 

 

（２）福祉サービスあれこれ 

１）障害福祉サービスの利用対象者（精神障害者の場合） 

①精神障害者保健福祉手帳所持者 

②精神障害を事由とする障害年金受給者 

③精神障害を事由とする特別障害給付金受給者 

④自立支援医療（精神通院）受給者 

⑤医師によって精神障害と診断された者（要診断書） 

※介護保険対象者は、原則として介護保険の給付を利用 いわゆる「６５歳問題」 

原則１割負担 高額介護サービス費（限度額）44,400 円／月（原則） 

 

２）障害福祉サービスの利用準備 

・○○市障害者基幹相談支援センター（計画相談支援）資料③ 

障害福祉サービスに利用にあたっての総合相談窓口 

 

・障害者相談支援センター□□（サービス利用計画の作成） 

実際に使用する障害福祉サービスの組合せを検討し、サービス利用計画を作成する 

 

３）障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスの例 

原則 1 割負担  

負担上限額あり（新潟市の場合：37,200 円／月（市民税課税（所得割 16 万円以上）世帯） 

・就労継続支援 B 型（5 日／週） 訓練等給付 

働く場を提供するとともに、知識及び能力の向上のために必要な訓練を行う×雇用契約 

 

・居宅介護（1 回／2 週）：自宅での入浴、排せつ、食事等の介護や、家事の援助等 
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４）健康保険に基づく給付 

・訪問看護（服薬指導 3 回／週）  

訪問看護ステーション所属の看護師 

 

５）任意の支援サービス 

・日常生活自立支援事業（社会福祉協議会）資料④-1 資料④-2 

相談や支援計画の作成は無料 

金銭管理が主 

 

・社会福祉士による日常生活支援（見守りサービス） 

 詳細はこの後の講演（「開業社会福祉士のしごと～地域における他職種連携～」）で 

 

３．記入によるメリット 

１）障害の程度を具体的かつ的確に表現できる 

←「病歴・就労状況等申立書」の記入を通じて、医師に対する説明も容易になる 

 

２）さらに必要な福祉サービスを見つけることができる 

→障害年金の受給により、任意のサービスを利用する可能性も広がる 

 

３）「精神の障害用」診断書として、精神障害が適切かそれとも知的障害が適切かの見極め 
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「年金研究会」での活動は、新潟では数少ない有意義な活動のひとつになりました。 

「事業の健全な発達を担う」地域に根差した社会保険労務士の皆さまの活動は、自身を含

む「労働者等の福祉の向上」に欠くことのできない存在です。 

年金に関する法令や実務に精通し、公正な立場で、誠実に業務を行う皆さまの姿を、こ

れから先も自身の理想として追い求めてゆきたいと考えています。志半ばで新潟を去りま

すことから、社労士としての「品位」は自身にとっての永遠の課題になりそうです。 

引き続きご指導・ご鞭撻のほど、よろしくお願いいたします。 

 

 

ご清聴いただきありがとうございました！ 


